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１．目的

1.1．問題の所在と研究目的

　民主主義は平等な政治参加や政治的影響力を原

則とするが、現実の社会における政治的影響力は

平等ではなく、様々な不平等が存在する。投票は

一人一票でも、投票以外の非公式な接触や自発的

な運動、強制的な選挙運動等への動員、日頃から

の政治家とのつながりを含めた政治的影響力は様

々である。いかなる民主主義社会も、非公式な人

間関係を否定するものではなく、自主的な政治参

加は重要である。ただ現実の参加行動には偏りが

あり、国レベルの政治的決定にも不平等が生じう

る。Verba et al（1978）によれば、社会的地位

と政治参加には各国において関連があり、地位が

高いほど参加するが、日本は例外でありこの 2つ

に関連はない。地位が低いとされる農村部住民が

活発に参加するからである。

　人々は、政治に対する自分の影響力をどのよう

にとらえているのだろうか。政治的有効性感覚

（sense of political efficacy, 政治的有力感とも訳

される、以下有効感と略）は、Campbell（1954 :

187）によって尺度が作られて以来、自分の政治

的影響力についての感覚を測定する変数として用

いられてきた。しかし、この概念は曖昧で、自分

の力についての評価なのか、政府や政治システム

に対する評価なのかが不明確であり、多くの問題

があることが指摘されている。また現代社会にお

いて、影響力は状況依存的で多次元的である。政

治に関しては、国政における影響力なのか、地方

政治か、さらにミクロな地域社会での影響力なの

かなども考慮しなくてはならない。また、ある政

策についての影響力を持つ人が、別の政策でも同

様とは限らない。何を対象とした影響力なのかに

ついても、場合によっては考慮する必要がある。

　ただ、政治的有効性感覚に関する研究にはさま

ざまな問題があるものの、個人の政治的影響力を、

主観的な評価によってとらえているという点では、

他の変数にはない意義がある。大規模な調査によ

る研究の蓄積もあり、データ分析による客観的な

事実の解明が可能である。本論の目的は、政治意

識の中でも、政治的影響力と密接に関わる政治的

有効性感覚の規定メカニズムについて、韓日にお

ける独自の調査データを用いて実証的に解明する

ことである。とくに韓国と日本との比較に着目す

る。両国はともに東アジアの儒教文化圏にあり、

第 2次大戦後に、急激な産業化や都市化を経験し

ている。また多民族国家や多文化社会ではなく、

比較的均質な文化であり、現在は言論の自由や民

主的選挙があるという点も共通している。その一

方、民主化の歴史や、教育システム、産業構造な

どには違いもあり、比較対象として興味深いと言

える。

1.2．先行研究の概要

　政治的有効性感覚に関しては、さまざまな議論
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がなされてきた。これらの議論の最大の問題点と

して、有効感概念の不明確さを指摘できる。自分

の政治的影響力に関する概念なのか、自分の外部

にある政治的決定のシステムが、国民の意見を取

り入れないことについての評価なのかが、不明確

なのである。そもそも有効感は、政治的疎外意識

の下位概念として考えられてきた。日米における

政治的疎外研究については山田（1994a, 1994b）

に詳しく述べられているので、ここでは、その概

要のみを示す。

　政治的疎外意識の概念は定義が広く、政治に関

するネガティブな意識全般を表すものであり、不

信、諦観、無力感、嫌悪などさまざまな内容を含

む。日本での政治的疎外意識については、政治的

無関心に関する議論が中心であり、丸山（1954）

の伝統型無関心と現代型無関心に関する議論が有

名である。伝統型無関心とは、政治はお上のもの

であり、自分には関わりのないものとするもので

ある。それに対し、現代型無関心は、現代の大衆

社会に特有のものであり、政治の巨大化、複雑化

のために個人が無力感を感じることから来る無関

心である。政治に知識がなく意識が低いための伝

統的無関心だけでなく、高学歴で政治に関する知

識を持つ者も、現代型無関心になることがありう

る。このため、現代型無関心は深刻な問題点を持

つ。なぜならば、社会の近代化や高学歴化に伴い、

政治的知識を持ち、政治的問題を主体的に判断す

る人々が増えても、政治への無関心は減らないこ

とになってしまうからである。

　米国では、疎外やアノミーに関する研究を出発

点として、政治的疎外に関する実証研究が活発に

行われた。政治的疎外意識は幅広い内容を含むが、

Seeman（1959）は、マルクス、デュルケーム、

マンハイムなどによる疎外の意味を整理し、無力、

無意味、無規範、孤立、自己疎遠（powerless-

ness, meaninglessness, normlessness, isola-

tion, self┳estrangement）という 5つの同義語を

設定した。また、Finifter（1970）は、政治的無

力感、無意味感、不信感（無規範）、孤立感とい

う 4つの次元を想定し、後述のAlmond ＆ Ver-

ba（1963）による調査データを分析した（自己

疎遠とは、行動が報酬に依存している度合いを表

すが、制度との関連が不明確なため、分析の対象

外とされた）。しかし、因子分析の結果、無力感

と不信感の 2次元が抽出された。無意味感は無力

感と、孤立感は不信感と同一次元となり、独立し

た次元とはならなかった。これ以降、政治的疎外

を 2次元構造から考える研究が多く行われている。

ただこの 2次元は、従来から政治意識の重要な要

素として考えられてきたものである。Almond ＆

Verba（1963）は、政治的無力感（政治的有効性

感覚）は政治システムへのインプット（欲求や支

持など）、政治的不信感（政治的信頼）は政治シ

ステムからのアウトプット（政策の決定や執行な

ど）に関するものとして、2つを区別している。

そして、5国のデータを用いて主観的有力感（政

治的有効性感覚）について分析し、アメリカ、イ

ギリスでは有力感の平均が高いが、ドイツ、イタ

リア、メキシコは比較的低いこと、各国とも、教

育程度や職業的地位が高いほど、無力感は低い高

いことを明らかにしている。

　政治的有効性感覚は、このように、政治的疎外

意識の 1つとして研究が進められてきた。政治的

有効性感覚の尺度はCampbell（1954）によるも

のが最初である。これは 4つの質問からなる。1）

「ときどき政治や政府はとても複雑そうに見える

ので私のような人間には何が起こっているのかま

ったく理解できない」、2）「投票は私のような人

間が政府がどのように事を運ぶかということにつ

いて発言できる唯一の方法である」、3）「公職者

が私のような人間が考えていることを十分に配慮

しているとは思わない」、4）「私のような人間は

政府が行っていることについて発言権を持ってい

ない」。これらの項目は相互に関連があり、一つ

の尺度を構成すると考えられた。

　その後、ミシガン大学 SRC（Survey Research

Center）を中心に、政治的有効性感覚に関する

活発な実証研究が行われた。SRCで作成された
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基本的な政治的態度尺度はミシガン・スケールと

呼ばれ、継続的に、米国における全国選挙研究の

調査において用いられてきた。しかし、その後の

研究により、政治的有効性感覚が、自分の政治的

影響力だけでなく、政府が国民の意見に対して応

答的であるかどうかについてのイメージを含むこ

とが指摘された。時系列データを見ると、とくに、

Campbell（1954）による 2）の質問項目が、独自

の変化を示すことが注目された。Converse

（1972）は、項目 2）は、個人の有力感と政府の

応答性の、双方の要素をともに反映しており、他

とは性質が異なることを主張した。

　Balch（1974）は、自分が政治的影響力を行使

しうるという信念を「内的政治的有効性感覚」

（internal political efficacy, 内的有効感）、政府が

応答的であるという信念を「外的政治的有効性感

覚」（external political efficacy, 外的有効感）と

呼んだ。そして、大学生を対象とした調査ではあ

るが、調査データの分析により、前者の測定項目

が政治的関心、知識、参加などの項目と関連が強

く、後者は政治的信頼感と強く関連するという結

果を得ている。外的有効感は、政府の応答性への

評価であるから、政治システムへの信頼と関連す

るのは、理論的には当然であり、納得できる結果

である。この結果から、無力感、不信感という、

政治的疎外意識の 2次元構造を、従来の有効感は

明確に分けてはいなかったことが分かる。その後、

SRCのMiller, Miller ＆ Schneider (1980 : 273┡）

は、政治的有効性感覚のスケールを改訂し、「内

的有効感」と「外的有効感」の大きく 2つの項目

を提案している。しかし、改訂版のスケールは実

証的な裏付けによるものではなく、その後も、ミ

シガン・スケールの信頼性や妥当性の検討は続い

ている。

　外的有効感は、政治システムが民意を反映して

いるかどうかの評価なので、政治システムへの信

頼感（あるいは政治不信）と、概念的によく似て

いる。本論の分析では、外的有効感と政治不信は

区別せず互換的に用いる。また、社会に対する評

価という意味では、社会への不公平感とも関連が

あるとも考えられる。不公平感研究は海野・斎藤

（1990）や宮野編（1998）などに詳しい。政治シ

ステムへの評価に関する国際比較研究としては、

三宅（1998）による 7カ国の社会調査（林知己夫

を研究代表者として 1985 年から 1994 年に行われ

た）データを用いたものがある。「民主政治に満

足か」という問（日本での質問は「日本の民主政

治の運営のしかたについてはどうですか」に対し

て「非常に満足」から「全く不満」までの 4段階

で回答）に関して、アメリカ、ドイツ、イギリス、

オランダでは、満足という答えが 7割以上となり、

フランスは 6割弱であるが、日本は 39％だった。

イタリアの 14％は際だって低いが、次いで日本

では、政治への評価は低い。またすべての国で、

社会階層意識で上と答える者は、民主政治に満足

しているものが多く、階層と政治への評価は、明

確な関連が見られた。なお山田（1994a : 149）

によれば、政治的疎外研究において政治的無力感、

政治的不信感と呼ばれる概念は、投票行動研究や

世論研究においては、政治的有効性感覚、政治的

信頼と呼ばれるのが一般的であり、「両者は肯定

Ё否定という方向が異なるだけで内容は同一であ

ると考えられる」。

　日本における有効感の研究は最近多くはないが、

小林（2000）は、政治的有効性感覚の質問項目を

用いて、SSM調査におけるに参加志向（委任志

向の反対のもの）を分析し、参加志向の強さが、

年齢や学歴や職業、居住地域と有意な関連がある

ことを明らかにしている。また安野（2005）は、

JGSS┡2003 調査データを用い、政治的有効性感

覚の規定因として、集団所属数や「家族との政治

的会話」、学歴、年齢などがあることを、重回帰

分析により明らかにしている。ただ社会心理学的

研究であり、社会的地位や資源保有量などの要因

についてとくに検討していない。また、平野

（2007 : 106┡111）は、政治的有効性感覚が候補

者認知（候補者を知っているかどうか）に影響を

与えることを明らかにしている。ただ、政治的有
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効性感覚の規定因や、地域間の違いなどについて

の研究は少ない。

　さて、政治的有効性感覚は、社会階層構造や社

会的資源の保有量と関連があるだろうか。外的有

効感と内的有効感では関連の仕方や規定因が異な

るのだろうか。論理的には、社会的資源の保有量

が多い（階層的地位が高い）者は政治的影響力を

持ち、政治的有効性感覚も高いことが考えられる。

政治的影響力は直接的測定が不可能なので、「代

替物として」政治的有効性感覚を測定していると

言える。これまでの有効感に関する研究は、社会

心理学的なものが多く、とくに日本における研究

では、社会的地位に関する検討は少なかった。

　また韓国や日本は、第二次大戦後の急激な産業

化と都市化という社会変動があった社会であり、

都市部と農村部で、人々の意識や価値観が異なる

ことは当然考えられる。村瀬（2002b）では、日

本人の社会意識が地域により異なることを示して

おり、基本的な平等志向などが、都市部と農村部

で大きくことなることが既に分かっている。しか

し、地域間、国際間の政治意識の比較について、

これまで十分な実証研究はない。本論では、有効

感の規定因を実証分析によって明らかにするとと

もに、社会階層構造との関連についても検討した

い。

1.3．政治的有効性感覚の規定因に関する仮説

　有効感に関する規定因はどのようなものが考え

られるだろうか。規定メカニズムに関する主要な

仮説として、まず「関係的資源仮説」対「知的能

力仮説」ということを考える。人々はさまざまな

社会的資源を持ち、その中の一つが、有力者との

人脈や日頃からの付き合いなどの関係的資源だと

考えられる。有力者との人間関係など関係的資源

を持つ者は、政治的影響力が強いだろう。現実に

影響力が強い者が有効感も高いことは、当然予想

できる。その一方、政治的影響力の発揮には、知

的能力や指導力も必要であり、知的能力（認知能

力、情報処理能力）を持つ者は有効感が高いこと

が考えられる。そこで、関係的資源と、知的能力

の指標としての学歴（情報的資源）の、どちらが

有効感に対して効果を持つか（統計的に有意な関

連があるか）について分析を行う。これまで社会

階層研究では、社会的資源の保有量が多いほど社

会的地位が高いと定義しており、資源は複数あり

うるので、階層の測定は多次元的である。資源の

分類や関係的資源の特徴については村瀬（1999,

2001, 2006）を参照。

　これら以外の要因として、年齢など基本属性も

考慮する。日本や韓国では年功序列という制度や

慣習が広く存在し、年齢が高い者ほど指導的立場

にあり影響力が強いので有効感も高いかもしれな

い。その一方、高齢ほど現在の政治システムに批

判的で、有効感が低い可能性もありうる。その他、

経済的資源（保有財産数）や、基本的な態度等の

効果についても検討する。「政治のことはやりた

い人にまかせておけばよい」などの委任志向と近

い質問項目は、権威主義的態度や、政治はお上に

まかせればいい、関わりたくないなどの伝統的価

値とも、何らかの関連があるだろう。

　また、地域における名望家や古株など、地域有

力者と近い社会的位置にいるものほど、有効感が

高いことが予想される。また、韓国の場合は、旧

軍事政権や高級公務員の親戚や友人など近い者ほ

ど、有効感が高いこともありうるだろう。その他、

全般的な社会情勢としては、韓国の方が不況が深

刻であり、最近では大統領選挙でも格差問題や社

会の 2極化が主要な争点となっている。一般の人

々の生活について貧富の差が激しく、コネがない

と就職が難しく失業率も高く、そのような事情か

ら来る政治不信も強いようだ。これらの歴史的経

緯についても分析においては考慮する必要がある。

具体的には、どのような人が有力者と人脈を持つ

のかについて考慮しつつ、分析結果を解釈するべ

きであろう。
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２．データと方法

　今回用いた調査データはすべて、村瀬を代表と

する科学研究費の助成を受け、独自に実施した社

会調査であり「ネットワークと社会意識に関する

調査」と称している。無作為抽出を行い回収率も

よく、データの質は高い。調査会社に丸投げする

ことはなく、すべて大学の協力を得て学生が調査

員となり独自に実施した調査である。ただし予算

の限界のため、これらは同時に行ったものではな

い。ただ、この間の社会情勢にはさほど大きな変

化はなく、時期の違いについてはあまり問題ない

と考えられる。ソウルでの調査は、2003 年に市

全域において地図上で乱数を発生させて地点を決

め無作為に 1600 人を抽出し、有効回収数 997 人

（回収率 62％）である。韓国第 3の都市であるデ

グ市（大邱）にて 2004 年に同様の調査を行った

（回収率 63％）。調査実施には韓国セジョン研究

所、檀国大学校、慶北大学校、ソウル市立大学校

の協力を得た。日本については、ネットワークと

社会意識に関する 3地域調査を用いた。1997～

1999 年に実施、母集団は仙台市（青葉区と泉区）、

仙台北部の郡部、東京城北地区（豊島、文京、板

橋、北区）の 20 歳以上 70 歳未満の男女、標本数

は各 1500（回収率 64, 70, 55％）である。調査

について詳しくは村瀬編（2002a）を参照。なお

2007 年度からの科学研究費により、韓国の農村

部と地方都市でさらに調査を実施予定である。政

治的有効性感覚の質問項目は、小林（2000）が用

いた SSM調査の項目などを参考に、以下の図 1

～4の問を作成した。回答者の負担を考え、質問

数は 4問のみとした。

３．分析結果

3.1．政治的有効性感覚の現状と地域間比較

　有効感に関する男女別の集計結果が図 1～4で

ある。図 1と 2が内的有効感（政治的無力感）、

図 3と 4が外的有効感（政治不信）に関する問と

いえる。図 1を見ると、「政治のことはやりたい

人にまかせておけばよい」という問に対し、ソウ

ルとデグは男女とも、「そう思う」と「ややそう

思う」を合わせて 35％前後が賛成している。日

本では、仙台が 2割前後でやや賛成意見が少ない

が、それ以外は、あまり韓国との差はない。「そ

うは思わない（disagree）」と答えた人の比率を

見ると、韓国では 2割前後だが、日本では 5割以

上の場合もあり、日本の方が、このような項目に

は明確に反対する人が多い。図 2の「自分がいく

らがんばったところで政治を変えることはできな

い」という問に対しては、韓国の方が賛成意見が

大きく、ソウルとデグは男女とも賛成が 85％前

後である。日本では大都市ほど賛成が少ない傾向

があり、「そう思う」と答えたのは男性では東京

が 30、仙台が 38、仙北農村部が 40％である。東

京の方が有効感が強いと言える。

　図 3の「国民の意見や希望は、国の政治にはほ

とんど反映されていない」は、外的有効感、ある

いは政治不信と考えてよい項目である。東京で男

女ともやや賛成が少ないものの、「そう思う」と

「ややそう思う」を合わせて賛成が 8割ほどであ

り、地域間であまり大きな違いはない。図 4の

「今の政党の中には、自分の意見を代表してくれ

るものはない」も外的有効感である。これは、仙

台で賛成が多い。地方都市については、意見を代

表する政党がないのだろうか。また女性の方がや

や賛成が多い傾向である。これは、政治家にも男

性が多く、女性の意見の反映が少なく、そのよう

な事実を反映した結果だろう。

　図 5は態度に近い項目であり、他との比較のた

めに結果を見た。質問文は「権威のある人々には

常に敬意を払わなければならない」というもので、

SSM調査等でも採用されている質問項目である。

これに関しては韓国と日本で大きな違いがあり、

韓国の方が賛成意見が 5割ほどで日本より多い。

日本はどの地域も男女とも賛成が 2割に満たない。

図 6の再分配政策への志向は、表面的な意識に関

する項目である。「豊かな人の所得税をもっと増
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やしてでも貧しい人の所得税は今より減らすべき

だ」という項目について、韓国では 9割が賛成で

あり、日本とかなり異なることが分かる。東京男

性は賛成が 5割ほどであり、もっとも少ない。こ

れは、大都市の方が、最近の年俸制賃金の普及な

ど、実力主義的な制度や価値観が広まっており、

格差を容認するためと解釈できる。あるいは、都

会の方が、平等主義的な伝統的価値観を持つ人が

少ないということも考えられる。

3.2．政治的有効性感覚の規定メカニズム

　政治的有効性感覚は、どのような因果関係のメ

カニズムによって発生しているだろうか。とくに、

本論では政治的無力感（内的有効感）の規定要因

を解明するために、これに関する潜在変数（因

子）を最終的な被説明変数として、構造方程式モ

デル（共分散構造分析）により分析を行う。外的

有効感は、政治システムの評価と、自分の政治力

の評価の両方を含み複雑なので、今回は内的有効

感を最終的な被説明変数とした。欠損値があるケ

ースはすべて除き、無力感が強いほど数字が高く

なるなど変数の方向はそろえてから分析した。

　以下の図は、因果関係の方向として、左から右

へ原因から結果への流れとなるモデルとしている。

図の右端にある楕円が政治的無力感（powerless）

の因子であり、図 1と図 2で結果を示した 2つの

観測変数（実在の変数）から作られている。ただ

し、地域により因子を作りにくい場合があったた

め、因子から観測変数へのパスは、2つとも初期

値としてパラメーター 1を入れてから分析を行っ

た。

　図の左端に居住年数率（居住年を年齢で割った

もの）、年齢、教育年数（学歴）、保有財産数（財

産保有に関する問の保有の合計数）という基本属

性に関する 4つの変数がある。その間に、人間関

係と権威主義的態度、比較的表面的な意識の一つ

と考えられる平等政策志向（再分配を望む）とい

う変数と、政治不信（内的有効感）の変数をおい

た。政治不信は、図 3と図 4で示した 2つの観測

変数から作られた因子である。権威主義のみ、両

国で共通した因子を設定することが困難だったた

め、因子でなく図 5の 1つの観測変数とした。関

係的資源は、議員と管理職公務員という、2つの

有力者とのつきあいに関する質問項目から作られ

た因子である。税による平等政策志向（equality

by tax）は、図 6を含め 3つの観測変数により作

られた因子である。質問文は「政府は豊かな人の

税金を増やしてでも恵まれない人への福祉を充実

させるべきだ」と「消費税が減税になるならば、

豊かな人の相続税を増やしてもよい」というもの

である。最初に考えられるすべてのパス（矢印）

を設定し、有意でないパスは除いて、最終的なモ

デルを採用した。データ人数はどのモデルも 400

人前後でやや少ないため、有意水準は 10％以上

とした。

　図 7がソウル男性に関する結果である。右端の

無力感へのパスを見ると、年齢からの直接効果が

.34 でもっとも大きい。つまり、ソウル男性では、

無力感に大きな影響を与えている要因は年齢であ

り、係数が正なので、年齢が高いほど無力感が強

い（有効感が弱い）と言える。学歴は－.28 と負

の効果を持つ。政治不信（distrust）も正の効果

.27 を持つ。関係的資源（relational resource）

や権威主義的態度は影響を及ぼしていない。図 8

のデグ男性では、無力感へのパスは、政治不信

.47 と年齢からの.43 であり、この 2つが無力感

を規定する主な要因といえる。関係的資源は政治

不信に対して－.18 の有意な効果があり、政治不

信の因子を通して無力感に影響を及ぼしている

（間接効果がある）といえる。権威主義的態度も、

政治不信へパスがあり、これも無力感への間接効

果がある。学歴は有意な効果を持たない。

　図 9の東京男性の結果では、無力感へのパスと

して、学歴の－.24 と政治不信の.24、関係的資

源からの－.22、権威主義的態度からの.14 があ

る。図 10 の仙台男性では、政治不信からのパス

の係数.44 が最大である。図 11 の仙北郡部男性

の結果でも同様に政治不信のパス.54 が最大であ
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る。ただし学歴や権威主義からのパスは有意でな

く、居住年率からのパス.18 が存在する。現住所

に長く住んでいるほど無力感を持つという結果に

なっている。農村部に長く住み、移動できなかっ

た人や、いわゆる旧住民は、無力感が強いようだ。

関係的資源の効果は－.25 であり、資源を持つほ

ど無力感が低い。モデルの適合度係数はどれも問

題なく、とくにモデルの複雑さを表すRMSEA

は.05 以下が多く、どのモデルも適切と言ってよ

い。

　図 12 以降が女性の結果である。ソウル女性の

みは、無力感と不信感について、別々の因子を構

成することができなかったため、4つの観測変数

から 1つの政治的有効性感覚の因子を作成した。

また、関係的資源も、他と同様の因子を作ること

ができなかったため、因子からの 2つのパス双方

に初期値 1を入れてから分析した。有効感へのパ

スは、税による平等志向からの.55 があるのみで、

有効感の規定因は多様ではない。これのみに規定

されているというのは、男性にはない特徴である。

図 13 のデグ女性では無力感へのパスが多く、政

治不信.55 の他、年齢.32、権威主義.30、学歴－

.28、居住年数率－.27 の効果がある。関係的資

源は権威主義を経由して、保有財産数（経済的資

源）は政治不信を経由して、無力感に影響を及ぼ

している（間接効果がある）といえる。

　図 14 の東京女性では、無力感へ影響を与える

要因としてもっとも大きなものは政治不信からの

.62 である。年齢も－.21 の直接効果を持ち、韓

国とは逆に係数はマイナスである。学歴の係数は

－.17 であり、学歴が低いほど無力感が高い。権

威主義、関係的資源も効果を持つ。図 15 の仙台

女性では、やはり政治不信の効果.67 が大きく、

東京都同様に権威主義も直接効果を持つ。関係的

資源は－.26 の直接効果を持ち、有力者とつきあ

いがある者ほど無力感は低いという関連がある。

年齢は－.23 の直接効果を持つ。学歴は政治不信

を経由して無力感に影響を与えている。図 16 の
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仙北郡部女性の結果でも、無力感への効果は政治

不信からの.77 が大きい。学歴の効果は－.33 で

あり比較的大きな直接効果を持つ。税による平等

志向は－.28 と負の効果を持つ。つまり平等志向

を持つ人ほど無力感が低い。権威主義が直接効果

を持つのは東京、仙台、デグ女性と同様である。

年齢、居住年数率も直接効果を持つ。関係的資源

は効果を持たない。

４．結論

　内的有効感（無力感）の主な規定要因を検討し

たところ、外的有効感（政治不信）の他に、関係

的資源と学歴が規定因を持つことが多く、関係的

資源と情報的資源の、両方により規定されている

ことが分かった。また韓国では、年齢が無力感と

関連を持つことも多く、他の要因の効果を統制し

ても、なお年齢が重要な要因である。

　韓国と日本の違いとして、とくに以下を指摘で

きる。合理的選択理論的に言えば、資源をもつ者

ほど政治的影響力を持ち、有効感が高いはずであ

る。分析結果は、このような予想を概ね支持する

ものである。ただ、単に資源保有量の効果があっ

たと解釈するのみでよいだろうか。韓国と日本に

おける歴史的経緯や、知的能力や知識の蓄積など、

その他の要因も影響しているかもしれない。

　日本の方が、関係的資源が直接無力感へ効果を

持つことが多い。つまり、居住地で有力者との人

脈を保有することが、無力感へ強い影響を持つ。

韓国では、関係的資源はそれほど影響はない。理

論的には、どの国でも資源を持つことの効果はあ

るはずである。各国で、有力者と人脈を持つ者と

はどのような人だろうか。日本では、地域有力者

を基盤とした自民党が与党であり、地域有力者を

中心とした集票システムに基づく政治が長く続い

ている。そのことに対する問題意識や批判もある

が、第二次大戦後の数十年間、そのような選挙制

度が続いてきたことも事実である。それに対して
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韓国は、旧軍事政権との人脈がすべて消えたわけ

ではなく、言論の自由や民主主義的選挙の持つ歴

史も長くはない。言論の自由が本格的に始まった

のは 1998 年の金大中政権からであるし、地方選

挙が始まってまだ 10 年ほどである。現在の公務

員や有力者も、かつての軍事政権幹部とつながり

を持つ者も多い。とくに、経済界での金持ちや、

旧政権の高級官僚は、現在でも何かと有利な立場

にあることも否定できない。かつて、軍事政権時

代は、高級公務員は何かと金儲けができたとのこ

とだし、現在の韓国社会の特徴は、軍と公務員と

いう、軍官と結びついた財閥があり、それ以外の

社会の各階層では、富の蓄積が少なく、貧しい大

衆が存在することでもある。そのような軍や保守

政権への強い反感から左翼支持が起こる反面、左

翼的な大統領の非現実的な経済政策や不況の長期

化、格差拡大への幻滅から、2007 年の大統領選

挙では保守的な大統領候補が当選したという事実

もある。

　日本の場合、多くの地域において、町内会幹部

や旧庄屋、いわゆる旧住民の中でも古株など、地

域有力者と人脈を持つ人々が政治に参加し影響力

を持つという社会構造がある。だが韓国では、日

本植民地時代や軍事政権時代に、反政府活動につ

ながる可能性のある地域組織や住民運動は政府に

より厳しく取り締まりを受け地域組織が破壊され

た事情もあり、必ずしもそうではないのだろう。

むしろ、旧軍事政権や公務員と、昔からつきあい

がある特定の人々が存在するのではないだろうか。

　今回の分析では、経済的資源は無力感へ直接効

果を持つことが少なく、むしろ関係的資源や、学

歴（情報的資源）が重要な要因だった。資源の中

でも、関係的資源という、有力者とのつながりが、

政治意識に対してとくに影響を与えるようだ。こ

のことは何を意味するだろうか。

　├政治のことはやりたい人にまかせておけばよ

い」という質問項目は、あきらめや無関心などの

心理的要因や、伝統的価値、権威主義などと関連

すると考えられるが、これについては韓国の方が

賛成が多い。日本では、言論の自由や選挙もある

程度の歴史を持ち、戦後の民主主義教育の効果も

あり、それほどあきらめや権威主義的態度は強く

はないのだろうか。ただ日本では、地域有力者を

基盤とする政権が続き、農業や自営業者層の影響

力が強いという構図も存在する。戦後の首相は小

泉を除きほぼすべてが農村部の選挙区から出てお

り、様々な地域間格差も存在する。その結果、政

策上の問題点や、公共事業による財政赤字等もし

ばしば指摘される。それらの問題への解決策や今

後の展望があまりなく、閉塞感が指摘されること

も事実である。個人的無力感は、関係的資源がな

いということを反映するか、あるいは、今回測定

した変数以外の、軍事政権とのつながりなど、そ

の他の要因を反映しているのかもしれない。

　構造方程式モデルによる分析では、韓国では高

齢ほど無力感が強いという関連が強く出ているが、

日本では、逆に若いほど政治不信が強く無力感も

強いという関連になっている。韓国では若者ほど、

軍事政権の終了や左翼的政権の誕生など政治の改

革に成功した体験を持っており、そのことが、若

者ほど無力感が弱い、という関連に表れているの

ではないだろうか。日本では、高齢の地域有力者

が、多くの住民の知らないところで、一種の密室

的な、非公式な人間関係をもとに政治を行ってい

る印象が強く、そのことが、若者の無力感の強さ

につながっていると解釈することもできるだろう。

2005 年の日本の衆議院選挙における郵政民営化

への大きな支持も、金融改革を支持したというよ

りは、世襲できる公務員であり、多くは旧庄屋や

元大農家などの地域有力者である、特定郵便局長

を中心とした集票組織や地域の非公式な人間関係、

あるいは利権や政治腐敗への強い反感が、郵政民

営化という改革への支持につながったと考える方

が妥当であろう。

　政治的有効性感覚は、図 1～4の集計結果を見

る限り、平等志向や権威主義ほど、韓日で大きな

差はない。しかし表面的には両国で大きな違いは

ない質問項目であっても、その規定因を分析する
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と、因果関係のメカニズムは、いくつか興味深い

違いが存在した。ただ韓国については、首都と地

方中核都市であるデグ市のデータしかまだ無い。

さらに調査地を増やし、別の質問項目も用いて研

究を進めることが今後の課題である。旧軍事政権

の拠点であり保守的といわれるデグ市と、他の性

質を持つ地域との比較も重要だろう。
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